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なっている。これはこの地域の建物 ほとんどが柱と床板のみで梁が無く 揺れに弱い構造であったことによる。最終的に、家屋が倒壊して住居を失った人々は約三三〇万人にのぼ 。
　被災したカシミール地方一帯は冬期の冷
え込みが激し 山岳地帯であ 一一月になれば冷え込み 厳 くなる。救援は時間との戦いであった。遅れるというこ は、疾病や栄養失調、寒気などによる二次被災者の発生につながる。しかし救援活動は難航を極めた。
　まず、ムザッファラーバードやバーラ
コートなど、震源から三〇キロ以内にある都市は街全体がほぼ壊滅状態であった。本来、救援活動を主体的に行うはずの公共機関や医療機関は て罹災していた。つまるところ外部からの救援がくるまで、ほとんどなす術がない状態に置かれていたということである。とくに医療施設についてはその八割が被害を受けており、と も負傷者に対応できる状態ではな った。
　地形的に険しい山岳地帯にあって、地滑
りや土砂崩れなどのために道路網も各所で寸断されていた。いいかえれば負傷者 移送や、食料や医薬品、そ 他の緊急物資の運搬は空輸に頼らざるを得ないということである。このような状況下にあって各国から提供されたヘリコプターは大きな力であったもののその数は十分で なく、実際に地震発生から二週間を経てようやく救援ヘリの姿を見たという地域も少 からず存在していた。
　救援作業が進められる中、パキスタン政















建や補修のための補助金（被害の程度に応じ、日本円にして約一〇万～三〇〇万円を交付）が制度化されていたが、交付を受けるためには指定された耐震設計で建築を行うことが条件であった。結局、 だけでは耐震設計 よる建設コストを負担 きない、あるいはそのような設計を施行 きる業者が少ないなどの理由で、実際に交付を受けたのは 程度の自己負担が可能な限られた人々 あった。
　さて地震から二年八カ月後の二〇〇八年
六月、筆者は北西辺境州の被災地を訪れ復興の進捗を目視する機会が っ 。主要道路であるカラーコラム・ハイウェイ（マーンセヘラ近辺）の補修工事は まだに完了しておらず、マーンセヘラの北にあるバターグラーム市内では学校施設の再建作業がまだ進行中であった。市内のバザールでは半壊した商店がそのままの状態で使われており、河岸の一部も補修がなされないまま放置されてい 。
　街全体がほぼ壊滅したバーラーコートで
は、新たな場所に街を建設する計画が進められている。二五億円相当 資金を投入するプロジェクトである 、実際は地震発生から三年後の二〇〇八年一〇月の状況では、ようやく用地買収と整地が終わった段階で
あることが分かっている。さらに行政によって「危険地帯」と判定された地区の住人は、住宅を再建するこ もままな ず、ひたすら移転先の割当を待たざ を得ないという苦衷を訴えている。実際問題として移転先決定までは仮設住宅での暮らしを続けざるを得ないので が、提供された仮設住宅の中には台所や洗面所はおろ 、トイレさえ付属していないものもある。●復興を阻む背景
　これまでみたように、復興作業について











一例としては、被災者に対する死亡一時金の分配にあたり、死者「一人」当たり約一七〇〇ドルのところが、 実際には「家族」当たりとして分配さ 差額 行方不明となっているというようなものである
　政治的な背景によって差別的な待遇がな







被害が拡大したことである。特に学校では授業中の子供たちが集団 被災しており、一万六〇〇〇人以上の生徒が死亡 たとみられている。これは死者全体の約五分の一にあたる。また被害を受け 学校の総数は約六〇〇〇校にも上る。校舎の構造 脆弱性や低品質な建材、さらに施行にかかる手抜きが子供たちの命を奪い去ったといっても過言ではない。
　六〇〇〇以上の学校が被害を受けたこと














救済への機運が失われてきているということも危惧される。注目度が低下する中でも、多くの援助機関やプロジェクトは粛々と支援活動を継続してい わけであるが、その後の治安の悪化により撤退を余儀なくされるなどの新事態 発生している。とくに二〇〇八年一月に欧米系ＮＧＯのマーンセヘラ事務所がターリバーンと関係があ とみられる集団によって襲撃された事件は、関係者に強い衝撃をあたえた。
　さらに震災によって経済活動の基礎が破
壊されたにもかかわらず、被害者に対する生活支援や自立支援を政府がきめ細かくフォローしてきたかどうかについても疑問が残る。その一方ではターリバーンが影響力を拡大させていること 事実である。
　復興がスムーズに進まないことと、ター
リバーンの台頭、治安情勢の悪化を安直関連させることは控えたいが、結果として復興活動の妨害に繋がっているとすれば、これは大きなジレンマというしかない。
（
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